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環境保善は、私達人類の将来にとって大切な地球

規模の課題です。環境問題として認識されているも

のには様々なものがありますが、そのなかでも、気

候変動に伴うと思われる災害は、私達に脅威と畏怖

の念をもたらします。平成 27 年９月には、関東・

東北豪雨により鬼怒川の堤防が決壊し、筑波大学か

らほど近い常総市が甚大な被害を受けたのは、記憶

に新しいところです。

そうしたなかで、大学が果たすべき役割とは、ま

た、問題の解決に貢献できることとは何でしょうか。

国立大学は、昨年度、法人化以降６年ごとに定め

られた中期目標・中期計画の第２期が終了いたしま

した。評価についてはこれからですが、筑波大学に

おいては、開学以来の「新構想大学」を発展させ、

未来に向けて革新的な挑戦を不断に続ける「未来構

想大学」という新しいコンセプトの確立を目指し、

様々な活動を展開してきました。

化石燃料に代わる再生可能エネルギーとして注目

を集める藻類バイオマス研究では、新しい組織の形

として外部資金を主たる運営経費とする開発研究セ

ンターの第１号を立ち上げ、企業との共同研究や実

用化に向けた実証実験が着実に進められています。

さらに、藻類バイオマス燃料などから水素を取り出

し、その水素エネルギーを燃料電池として蓄え、天

候に左右されやすい太陽光発電や風力発電と組み合

わせることによって安定的で低コストな電気を供給

する、次世代エネルギーシステムの開発研究も行わ

れています。

環境に関する教育として、入学直後の新入生に、

環境負荷低減に関する講義やエコステーション（学

内ごみ集積所）でのリサイクル実習により、早期の

意識付けも行っています。その結果、平成 27 年度

の資源ごみ分別・回収作業には、13 学類から 900

名を超える学生が参加しました。そのほか、学群生

筑波大学長　永田恭介

を対象に学内外の専門家による総合科目「筑波大学

から診る環境問題」を開講していますし、大学院で

は生命環境科学研究科の地球環境科学専攻や環境バ

イオマス共生専攻、システム情報工学研究科の構造

エネルギー工学専攻などにおいて、環境問題に関す

る幅広い教育研究が行われています。

平成 28 年度は、第３期中期目標・中期計画期間

のスタート年です。

平成 33 年度までの６年間、開学以来の強みや特

長を分析・考察し、「学際性」と「国際性」を向上

させることを基本的な考えといたしました。また、

地球温暖化の主たる原因とされる温室効果ガスの削

減について、「筑波大学における温室効果ガス排出

抑制等のための実施計画」を策定し、平成 33 年度

までに 12.7％（平成 25 年度の二酸化炭素排出原単

位を基準に年平均 1.6％）削減することを目標に掲

げました。

社会経済状況が大きく変化し、持続的な競争力と

高い付加価値を生み出す自立的な改革が大学に求め

られるなか、筑波大学は未来を構想しその実現に挑

むフロントランナーと自らを位置付け、地球規模課

題の解決に向けた知の創造とこれを牽引するグロー

バル人材の創出を目指していきます。

本報告書は、様々な環境配慮に関する活動を総括

し、さらに環境保全のための新たな取組を加速させ

るための１年間の成果をまとめたものです。筑波大

学の人材育成マインドである「師魂理才」（親や先

生のように人に接する心や人々をまとめる力を持

ち、かつ合理的な問題解決の才能を持つこと）のも

と、環境問題の解決をはじめ、国際社会に貢献でき

る大学であり続けたいと考えています。

引き続き、筑波大学の環境配慮活動について、ご

支援とご理解をいただければ幸いです。

学長挨拶　/　筑波大学環境方針
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1977 年に環境科学研究科を設置するなど、いち早く自然と文明の調和に取り組み、多様な学問分野を持つ、

総合大学である本学はその「建学の理念」に謳われている、『国内外の教育・研究機関及び社会との自由、かつ、

緊密なる交流連係を深め、学際的な協力の実をあげながら、教育・研究を行い、もって創造的な知性と豊かな人

間性を備えた人材を育成する』という内容を踏まえつつ、地球環境との調和と共生を図り、環境負荷の低減に努

めます。

１. 教育・研究活動を通じ、環境に配慮する心をもった人材を育成します。さらに、その教育・ 研究成果の普及

啓発を図ることにより、広く社会一般の環境保全・改善に対する取り組みに貢献します。

２. 環境マネジメントシステムを構築し、継続的改善を図ることにより、環境に配慮したキャンパスを実現し、

環境負荷の低減と、環境汚染の予防に努めます。

３. 化学物質の安全管理、省エネルギー、省資源、リサイクル、グリーン購入等を含めた環境目的及び環境目標

を設定し、これらの達成に努めます。

４. 環境関連法規、条例、協定を遵守するとともに、 自主的な環境保全活動に努めます。

この基本方針は文書化し、本学の教職員・学生及び、本学にかかわる人々に周知するとともに、文書やインター

ネットのホームページを用いて一般の人にも開示します。

テーマ 取り組み例 主 な 組 織

より良い

都市・大学環境

環境負荷軽減

環境配慮

安全衛生

法の遵守

●新エネルギー導入

●駐車場緑化

●環境教育

●公共交通利用促進

●省エネ対策

●リサイクル推進
　（エコステーション）

●廃棄物削減
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●廃液、廃棄物適正処理

●職場環境、
　学習環境の適正化

筑波大学環境方針
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　１. なぜ「分別」するか？　～ごみは「ごみ」？～ 　2. 筑波大学のごみ　～その費用は、誰のもの？～
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　3. ミニエコステーション活動  ～ごみは「資源」～

　4. メッセージ　～その時間は、誰のもの？～
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安全衛生への取り組み
～持続可能な安全衛生教育体制の確立を目指して～

環境安全管理室長　野本信也

大学が法人化して以来適用されることになった労働

安全衛生法（以下、安衛法）は、過去に起きた数多く

の労働災害事例を背景にして、専門家がそれらの災害

を未然に防ぐ為に制定されたものと言えます。日本に

おいてこれ以上に優れた事故・健康障害防止法はあり

ません。この法の施行規則の一つ労働安全衛生規則

では、「事業者は、労働者を雇い入れ、又は労働者の

作業内容を変更したときは、当該労働者に対し、遅滞

なく、次の事項のうち当該労働者が従事する業務に関

する安全又は衛生のため必要な事項について、教育

を行わなければならない。」と定められています。こ

れを大学に当てはめると、学生が４年次に進級して卒

業論文研究を始める時、即ち新たに危険・有害作業

を開始する時には、使用する化学物質や機械類の危

険性と有害性、そしてそれらの使用法を教育しなけれ

ばならないことになります。

大学における安全衛生教育にはもう一つの大きな目

的があります。安衛法の膨大な法体系が求める遵守事

項は、とりわけ危険有害作業場所において完全遵守は

直ちには不可能と言えます。中でも、大気汚染を防止

し、火災や爆発の被害を最小限に食い止め、また有

害蒸気のもたらす健康障害を防ぐ為のドラフトチャン

バー（局所排気装置）の数の不足は容易には補填で

きません。この為に有害性の強いベンゼンやクロロホ

ルムなどの有機溶剤でもドラフトの無い実験台で取扱

うことになります。日本の大学では、一人一台のドラ

フトはありません。従って、台数の限られるドラフト

を有効に使う為の教育が必要になります。例えば有害

性の強い化学物質や揮発性の高い物質は優先的にド

ラフトで取扱うようにする指導、即ち安全衛生教育を

行うことが求められます。どのような化学物質がどの

ような健康障害をもたらすのか、そして化学物質の有

害性の強さは何で判断すれば良いのかということは教

えられなければ分かりません。このように大学におけ

る安全衛生教育は、安全衛生設備の不足を補填する

意味をも持っています。即ち、法の完全遵守に向けた

計画的・段階的改善活動の重要な一段階と言えます。

筑波大学では、法人化以降安全衛生教育を実施

する体制を徐々に整え、法人化後５年目に全学学群

生対象の講義として総合科目 II「安全衛生と化学物

質」、そして全学大学院生対象の講義として大学院

共通科目「化学物質の安全衛生管理」を開講してき

ました。平成27年度の受講者の数は、前者が288人、

後者が 80 人でした。多くの学生にこれらの講義が

受け入れられたことが伺えます。授業評価アンケー

トにおいても講義の理解度と満足度ともに高い評価

を得ています。

平成 27 年度には、大学院共通科目「環境安全衛

生マイスター養成講座」を新規に開講しました。こ

れは、安全衛生技術と環境保全技術の教育を行う実

習のみの実践的教育であり、環境安全衛生管理の指

導者の養成を目的とする他大学では例を見ない講義

です。開講初年度は 28 人の受講者の参加を得まし

た。講義の感想では、皆さんが実習内容に満足して

くれていることが伺えました。また講義の後には、

各自の研究室で管理活動を積極的に実践している様

子を報告してくれました。このような講義も大学で

は必要であることが確信できました。

環境安全衛生マイスター養成講座の講義風景

有害物質の適切な使用法実習

１. 大学における安全衛生教育 ２. 筑波大学の安全衛生教育の現状

安全衛生への取り組み
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としてラミネートコートしたものを配布することに

しました。これについても 30 ページを超えるポス

ターを作成しました。実効性のある講義にするには

このような発想や努力も必要と言えます。

法律は安全衛生教育を「遅滞なく」実施するこ

とを求めています。学生が危険・有害作業を開始す

る前に教育を実施しなければなりません。この要求

事項は講義の聴講では満たすことが出来ません。新

年度が始まる前、或いは直後に教育を行うには、各

部局での講習会形式の教育も実施する必要がありま

す。筑波大学で危険・有害作業を行う研究科では新

年度に安全衛生講習会を実施しています。

完全な安全衛生教育体制を確立した上で、その

教育を持続して続行できる体制が無ければなりませ

ん。この課題の実現の為に必要と言える教材を羅列

すると以下のものが挙げられます。

スライド教材、ビデオ教材、e- ラーニング教材、

教科書、ポスター教材集、事故事例集、講習会用教材

講義用のスライド教材とこれを使って実際に講

義を行うシーンを収録したビデオ教材は、教育担当

者が交替した時に必要となります。e- ラーニング

教材は、大学のホームページ上で公開していつでも

勉強してもらう、或いは予習や復習に利用してもら

う為に必要です。教科書については、基礎編は既に

作成しましたが、今後実践編を執筆する予定です。

ポスター教材集は、安全衛生教育の内容のエッセン

スと言えます。事故事例集は、冊子体とweb 公開

版がともに必要です。これらの他に、各研究分野の

危険・有害作業での事故防止の為の講習会用教材も

必要です。これには、留学生に対応できる英語版の

教材も作成しなければなりません。

以上の教育体制と教材が全て準備できた暁には、

筑波大学の安全衛生教育は持続可能で、高度な実効

性のある体制が整います。それは平成 28 年度に完

成する予定です。

筑波大学は、完全なそして持続可能な安全衛生教

育体制の実現に向けて努力を惜しみません。

平成 27 年度から３、４年生を対象とする総合科

目 III が開設されることになりましたので、平成 28

年度に「実践・安全衛生と化学物質」を開講する為

の準備を行いました。前述の総合科目 II を基礎とし

て事故・健康障害・環境汚染を防止するための実践

的な講義としたいと考えています。この目的の為に、

化学物質の適切な、及び不適切な取扱の様子を収録

したビデオ教材を 30 本以上制作しました。また、

講義を聴講しただけではその内容を忘れられかねま

せん。これを防ぐ為に、重要な内容を１ページ或い

は裏表2ページに集約してポスター形式のプリント

ドラフトのダクト内の風量測定実習

ドラフトのファンの検査実習

環境安全衛生マイスター認定証の授与

３.筑波大学の安全衛生教育を持続する為の活動
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化学物質等排出量

1 ．実験系廃棄物の処分状況

本学の各研究室等から排出される実験系廃棄物

は、廃棄物の種類ごとに分類・収集し、無機系実

験廃液については自前処理、その他の廃棄物につ

いては外部委託処分を行っています。廃棄物の分

類は、排出者責任や環境保全意識向上活動の一環

として、排出者である研究室等ごとに教職員・学

生が行っており、適切な化学物質の管理ができる

ように講習・研修会を適宜開催し、本学の構成員

平成 27 年度薬品・実験廃棄物管理研修会の様子

実験廃棄物の種類別の年変動

無機系廃液 有機系廃液 写真系廃液
有害固形物 廃棄試薬

年度

処
分
量
（

　／
年
）

kg

動物実験関係廃棄物の年変動

動物実験廃棄物

年度

処
分
量
（

　／
年
）

kg

全体で化学物質による環境負荷の削減に取り組ん

でおります。

平成 27 年度に各研究室等から排出された実験

系廃棄物の種類ごとの収集実施日数は、有機系廃

液が 87 日、無機系廃液が 52 日、有害固形物廃棄

物が 37 日、写真系廃液が 16 日、不要薬品が３日

および動物実験関係の廃棄物が 97 日でした。廃

棄物ごとの排出・処分量の推移をグラフで示します。

環境負荷低減の取り組み
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３．規制の遵守状況（排水の水質測定状況）

筑波大学における水質関係の環境規制としては、

下水道法及びつくば市下水道条例、並びに水質汚濁

防止法による、排出水（汚水、雨水）及び地下浸透

水についての水質規制があります。排出水の系統は、

生活系排水、実験系洗浄排水、雨水の三系統に分流

されています。実験系洗浄排水系統については、つ

くば市下水道条例などの法令遵守のために排水分

析、実験系洗浄排水再利用のため処理（中水化処理）

後の中水分析を常時実施しています。平成 27 年度

の排水と中水の水質測定結果の概要を下表に示しま

す。

水質汚濁防止法の改正により有害物質を取り扱

う実験室は有害物質使用特定施設としての届出と特

定施設の定期的な検査を行うとともに、とりわけ、

有害物質を含む濃厚廃液の漏えいが起きないように

適切な保管、処分が求められています。学内から発

生する有害物質管理の拠点として無機系廃液処理施

設は平成 27 年度も有効に機能しました。

PRTR 法及び茨城県条例に基づく届出化学物質の排出量・移動量

PRTR 法の届出化学物質 茨城県指定化学物質

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 27 年度

クロロ
ホルム

ジクロロ
メタン キシレン n- ヘキサン クロロ

ホルム
ジクロロ
メタン キシレン n- ヘキサン アセトニ

トリル
ホルム

アルデヒド トルエン アセトン 酢酸エチル メタノール

大 気 へ の 排 出 245 223 262 298 171 306 29 214 4 32 18 288 68 212

公共用水域への排出 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当該事業場における
土 壌 へ の 排 出 量 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当該事業場における
土壌への埋め立て処分量 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

下水道への移動量 0.28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃棄物への移動量 4,934 2,634 1,233 3,792 4,244 1,795 1,504 3,013 278 164 222 5,356 1,727 4,805

（単位：kg）

（年間取扱量　100kg 以上）

2 ．PRTR 法及び茨城県条例への対応

化学物質管理促進法（PRTR 法、平成 11 年７月

13 日法律第 86 号、平成 13 年４月１日施行）、同法

改正施行令（平成 20 年 11 月 21 日政令第 356 号）

及び茨城県生活環境保全等に関する条例（平成 17

年３月 24 日茨城県条例第９号）に基づき、PRTR 法

の第一種指定化学物質（462 物質）と茨城県知事の

定める化学物質のうち平成 27 年度の年間取扱量が

100kg 以上のものについて排出量・移動量を把握し

ました。平成 27 年度の年間取扱量が 100kg 以上と

なった化学物質は 10 物質でした。これら 10 物質

のうち、年間取扱量が１t 以上（PRTR 法届出要件

に該当する第一種指定化学物質）となったものは、

昨年度同様クロロホルム、ジクロロメタン、キシレ

ン、n- ヘキサンの 4物質でした。化学物質による

地域への環境リスク低減のために、また大学内の作

業環境における健康リスク軽減のためにも化学物質

の移動量・排出量を把握し、化学物質のリスクアセ

スメントを的確に行っていきます。
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平成 27年度の水質測定結果（最大値～最小値）
［単位：mg/L（記載のない項目）］

＊１N.D.：検出されないこと　＊２処理水は不検出だった。

項　　　　　目 中地区洗浄排水
中地区処理水
（中水）

医学地区洗浄排水
医学地区処理水
（中水）

基準値 *1

透視度 23.0 ～ 46.2cm ＞ 50cm 16.0 ～ 35.0cm ＞ 50cm
温度 13.0 ～ 24.0℃ 14.0 ～ 24.7℃ 12.5 ～ 23.1 11.5 ～ 21.7℃ ＜ 45℃
アンモニア性窒素、亜硝酸性
窒素及び硝酸性窒素

0.7 ～ 2.1 0.7 ～ 6.6 0.6 ～ 5.7 0.8 ～ 4.4 ＜ 380

水素イオン濃度（pH） 7.4 ～ 8.1 7.4 ～ 7.6 7.2 ～ 7.6 7.1 ～ 7.7 5 ～ 9
生物化学的酸素要求量（BOD） 1.4 ～ 5.5 不検出～ 0.6 3.8 ～ 6.3 不検出～ 0.7 ＜ 600
化学的酸素要求量  （COD） 5～ 6 0.7 ～ 1.0 2.8 ～ 11.0 0.7 ～ 1.5
浮遊物質量 不検出 不検出～ 0.6 不検出～ 17.0 不検出 ＜ 600
ヘキサン抽出物質含有量 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦ 5
ヨウ素消費量 3.0 ～ 3.8 不検出～ 1.3 不検出～ 3.0 不検出～ 3.0 ≦ 220
カドミウム及びその化合物 不検出 不検出～ 0.001 不検出 不検出 ≦ 0.01
全シアン化合物 不検出 不検出 不検出 不検出 N.D.
有機燐化合物 不検出 不検出 不検出 不検出 N.D.
鉛及び化合物 不検出～ 0.01*2 不検出 不検出～ 0.02*2 不検出 ≦ 0.05
六価クロム化合物 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦ 0.05
ヒ素及びその化合物 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦ 0.01
水銀及びアルキル水銀その他
の水銀化合物

不検出 不検出 不検出 不検出 ≦ 0.0005

アルキル水銀化合物 不検出 不検出 不検出 不検出 N.D.
ポリ塩化ビフェニル 不検出 不検出 不検出 不検出 N.D.
トリクロロエチレン 不検出 不検出～ 0.001 不検出 不検出～ 0.001 ≦ 0.03
テトラクロロエチレン 不検出～ 0.001 不検出～ 0.001 不検出～ 0.001 不検出～ 0.001 ≦ 0.01
ジクロロメタン 0.001 ～ 0.003 不検出～ 0.001 不検出 不検出～ 0.001 ≦ 0.02
四塩化炭素 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦ 0.002
1,2- ジクロロエタン 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦ 0.004
1,1- ジクロロエチレン 不検出～ 0.002 不検出～ 0.001 不検出 不検出～ 0.001 ≦ 0.02
シス -1,2- ジクロロエチレン 不検出 不検出～ 0.001 不検出 不検出～ 0.001 ≦ 0.04
1,1,1- トリクロロエタン 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦ 1
1,1,2- トリクロロエタン 不検出～ 0.001 不検出～ 0.001 不検出 不検出～ 0.001 ≦ 0.006
1.3- ジクロロプロペン 不検出 不検出～ 0.001 不検出～ 0.002 不検出～ 0.001 ≦ 0.002
チウラム 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦ 0.006
シマジン 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦ 0.003
チオベンカルブ 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦ 0.02
ベンゼン 不検出～ 0.001 不検出～ 0.001 不検出～ 0.001 不検出～ 0.001 ≦ 0.01
セレン及びその化合物 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦ 0.01
ホウ素及びその化合物 不検出 不検出～ 0.08 不検出 不検出～ 0.13 ≦ 10
フッ素及びその化合物 0.1 ～ 0.3 不検出～ 0.1 不検出～ 0.2 不検出～ 0.1 ≦ 8
1,4- ジオキサン 不検出～ 0.021 不検出～ 0.037 不検出 不検出 ≦ 0.05
フェノール類 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦ 0.05
銅及びその化合物 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦ 3
亜鉛及びその化合物 不検出 不検出 不検出～ 0.4 不検出 ≦ 5
鉄及びその化合物（全鉄） 0.1 ～ 0.7 不検出 0.1 ～ 2.6 不検出～ 0.1 ≦ 10
マンガン及びその化合物 不検出～ 0.2 不検出 不検出～ 0.3 不検出 ≦ 1
クロム及びその化合物 不検出 不検出 不検出~0.01 不検出 ≦ 1
塩ビモノマー 不検出 不検出 不検出 不検出 0.002
トランス -1,2- ジクロロエチレン 不検出～ 0.001 不検出～ 0.001 不検出 不検出～ 0.001 ≦ 0.04
クロロホルム 不検出～ 0.007 不検出～ 0.005 不検出～ 0.005 不検出～ 0.002 ≦ 0.06
1,2- ジクロロプロパン 不検出～ 0.002 不検出 不検出 不検出 ≦ 0.06
トルエン 不検出～ 0.001 不検出～ 0.001 不検出～ 0.001 不検出～ 0.002 ≦ 0.6
m- キシレン , p- キシレン 不検出～ 0.002 不検出 不検出～ 0.002 不検出～ 0.002 ≦ 0.4
o- キシレン 不検出～ 0.001 不検出～ 0.002 不検出～ 0.001 不検出～ 0.002 ≦ 0.4
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温室効果ガス排出量削減対策

１．排出削減計画と体制

｢筑波大学における温室効果ガス排出抑制等実施

計画｣ では二酸化炭素（温室効果ガス）排出量の削

減目標として平成 20 年度から平成 27 年度まで二

酸化炭素排出原単位※１を毎年少なくとも平均２％

削減することとしていました。

平成 20 年度から平成 23 年度までは目標どおり

削減できましたが、平成 24 年度以降は目標を達成

できませんでした。東日本大震災の影響により、電

力会社の発電設備の構成が変わり電気使用量に対す

る CO2 排出係数が上昇したこと、病院（けやき棟）

の本格稼働が大きな要因と思われます。

エネルギー管理体制は「エネルギーの使用の合理

化に関する法律」に対応するため、平成 22 年度に

エネルギー管理統括者（財務・施設担当副学長）及

びエネルギー管理企画推進者を新たに設け、下図の

ような体制としています。

２．温室効果ガス排出量

平成 27 年度の温室効果ガス排出量は、前年

度に比べて総量で約５%減少しました。これは

エネルギー使用量（熱量 GJ）の対前年度比が

約 98% となっており約２%減少したこと及び電

気使用量に対する CO2 排出係数が下がったこと

（0.000530 → 0.000505t-CO2 /kWh）が大きな要因

と思われます。

３．削減の取組

　（１）太陽光発電設備

再生可能エネルギー導入を促進するため、平成

27 年度に太陽光発電設備 60kW を導入しました。

大学全体では、総容量が 971.8kW となりました。

 （筑波キャンパス 821.8kW、附属学校 140kW、下田

10kW）

これにより、平成 27 年度は約 392t の温室効果

ガス削減を図ることができました。

（２）省エネ型照明器具更新

（中地区）人文社会学系棟一部、自然系学系Ｂ

棟一部、中央図書館一部

（西地区）医学系学系棟一部

上記施設については、改修工事において蛍光灯を

LED照明器具に更新しました。

年度別二酸化炭素排出原単位等の削減目標及び実績

※１二酸化炭素排出原単位＝
 二酸化炭素（温室効果ガス）排出量÷建物延べ面積

中央図書館屋上太陽光パネル

筑波大学エネルギー管理体制図

年　度
項　目 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

二酸化炭素排出量
（千 ton-CO2 / 年）

目標 70.8 69.4 68.2 68.2 68.4 67.2 68.4 67.0 65.6

実績 70.8 68.0 66.6 63.6 56.6 70.1 79.3 77.9 74.2

排出量原単位
（kg-CO2 /ｍ

2・年）

目標 82.2 80.6 79.0 77.4 75.8 74.3 72.8 71.4 69.9

実績 82.2 78.2 75.4 68.1 63.1 75.0 84.2 82.6 77.0

H19 を 100 として
排出原単位を毎年度
２％削減目標（％）

100 98.0 96.0 94.1 92.2 90.4 88.6 86.8 85.1

建物延床面積
（千m2）

計画 861 861 864 882 898 905 939 939 939

実績 861 870 879 896 897 935 944 943 959

エネルギー管理企画推進者エネルギー管理統括者

財務・施設担当副学長

エネルギー管理員（筑波地区のみ）

省エネ担当推進委員（エリアごとに配置）

学　長

温室効果ガス削減対策委員会
（省エネルギー専門委員会：H27.6設置）

（千トン-Co2） 温室効果ガス排出量

H25 H27H26H24H23H22H21H20H19

79.3 77.9
74.2

70.1
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70.8

50

55
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（３）熱源設備基本計画に基づく対策

筑波地区の冷暖房システムは、中央機械室から北・

中・南地区の各施設に高温水を利用した熱源供給に

よる大規模集中方式ですが、平成 14 年３月に本学

で策定したキャンパスリニューアル計画により、熱

源機器の設備更新は大規模集中方式からブロック別

集中方式及び個別方式へ転換し、すべて完了した時

点で中央の熱源機器（ボイラー）を廃止することに

しています。

平成 27年度は、（南地区）大学会館Ａ棟の会議室

等を中央熱源から分離して個別方式に転換しました。

なお、東日本大震災以降の電力需給逼迫の対応と

して、夏期の空調負荷による電力需要のピークカッ

トを図るために、講義室、研究室（教員室）等には

ガスを使用するガスヒートポンプ式空調機を導入し

ています。また、建物自体も外壁及び屋上に断熱材を、

窓に複層ガラス（二重）を採用し、断熱性を向上さ

せて空調負荷低減を図っています。

（４）夏季一斉休業

夏季一斉休業は平成 23年度より毎年５日間連続

で実施しています。平成 27 年度も５日間連続で実

施しました。以下に平成 27年度の一斉休業による

温室効果ガス削減効果の算定値を示します。

・平成 27年度：８月10日～ 14日の５日間

　ＣＯ２削減量：355t

（５）クールビズの実施

地球温暖化防止及び省エネルギーに資するため、

５月１日から10 月 31日までクールビズを実施し、

夏季の冷房温度の適正化と軽装を励行しています。

　　

（６）改正フロン法による取り組み

「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関

する法律（平成 13年法律第 64号）」の改正により、

平成 27年４月１日からフロン類漏えい防止のための

点検等が義務づけられています。

1年間のフロン類の漏洩量が事業者全体で算定漏

洩量 1,000（t-CO2）以上となった場合には事業所管

大臣への報告が必要となりますが、平成 27年度は

1,114（t-CO2）となり、文部科学省へ報告の対象と

なりました。

今後、フロンの漏えいを抑止する観点から、老朽

した機器の計画的な更新を行っていく予定です。

（７）その他の取り組み

学内及び学外に筑波大学における再生可能エネル

ギーの導入・活用を積極的に推進していることをア

ピールするために、太陽光発電設備のモニターを設

置しリアルタイムで発電電力等を表示しています。

中央図書館照明改修による LED照明の設置 人文社会学系棟複層ガラス（二重）窓の設置

大学会館Ａ棟に個別方式空調機の設置

環境負荷低減の取り組み
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１．電気・都市ガス・Ａ重油

平成 27 年度の本学エネルギー消費量構成は、電

気 73.5％、都市ガス 25.5％、Ａ重油 0.6％、その他（ガ

ソリン、軽油等）0.4％となっています。

平成 27 年度の電気使用量は前年度と比べて 0.8%

減少、都市ガス使用量は前年度と比べて 3.2% 減少

となりました。都市ガス使用量は中央熱源運転から

個別化運転への移行により消費量が減ったと考えら

れます。

Ａ重油の使用量は前年度と比べて 47.5% の減少

となりました。これは医学地区のボイラー運転で使

用量が減少したためと考えられます。

２．上水・中水

上水は主に飲料用に供給しています。平成 27 年

度は前年度に比較して使用量が１%減少しました。

これは筑波地区における使用量の減少が大きく影響

しています。

筑波地区では､ 実験室から排出される３次洗浄水

以降の排水を実験系排水として中地区実験廃水処理

施設に集めて浄化し、トイレの洗浄水や、冷暖房設備

の補給水など非飲料系中水として再利用しています。

中水使用量はこの実験系排水の処理水と井水の使

用量（筑波地区と医学地区の井水浄化水を除く）を

合算して中水使用量としています。

医学地区は平成 23 年度から井水を浄化水として

使用し、筑波地区は平成 26 年度から井水を浄化水

として使用することで市水使用量の経費削減を図っ

ています。一般の排水は雨水系統と汚水・雑排水系

統の２系統に分かれ、汚水・雑排水系統は公共下水

道に排水しています。また、平成 25 年度に中央機

械室及び春日地区に井水浄化システムを導入しまし

た。これにより災害時において、市水の供給がストッ

プしても、学内に上水を供給することが可能となり

ました。
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１．廃棄物の発生抑制、低減対策等

筑波大学では、紙の削減計画の一環として両面コ

ピーの推進や 2UP 印刷等を奨励し、教員・職員・

学生など全構成員の個々人のコスト意識の向上によ

り節減された経費を教育研究の充実に役立てるべく

努めています。

本学のゴミの排出量は、つくば市に占める割合が

８％程度あり、ゴミ抑制方策、リサイクルの推進や

ゴミの分別収集など積極的に取り組むことが重要と

なっています。

低減の取り組みとしては、エコステーションを設

置することで、ペットボトル、缶、ビン等の分別回

収を推進し、リサイクル（売却）に努めています。

また、温室効果ガス削減対策の一環として、機密

書類等の焼却処理をやめ、製紙工場での溶解処理を

導入しています。

平成 25 年度からの３年間の一般廃棄物に関する

排出量と処分に要した経費は表１のとおりです。

表１　年度別一般廃棄物処分量及び経費

種　　類
処　　　　　分　　　　　量（kg） 対前年度増△減

（H27－H26）（kg） 増△減の要因等
平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

可 燃 物

大 学 構 内 625,790 554,390 570,230 15,840

学 生 宿 舎 0 0 0 0

病 院 地 区 876,810 906,940 916,530 9,590

東京キャンパス 231,848 183,488 175,943 △ 7,545

計 1,734,448 1,644,818 1,662,703 17,885

不 燃 物

大 学 構 内 24,580 22,180 16,240 △ 5,940

学 生 宿 舎 0 0 0 0

病 院 地 区 0 0 0 0

東京キャンパス 1,380 1,070 3,257 2,187

計 25,960 23,250 19,497 △ 3,753

粗 大 ゴ ミ

大 学 構 内 900 240 1,790 1,550

病 院 地 区 0 0 0 0

東京キャンパス 34,500 27,086 117,425 90,339

計 35,400 27,326 119,215 91,889

ペットボトル

大 学 構 内 0 0 0 0

病 院 地 区 0 0 0 0

東京キャンパス 0 0 14,149 14,149

計 0 0 14,149 14,149

缶

大 学 構 内 0 0 0 0

病 院 地 区 0 0 0 0

東京キャンパス 100 131 7,444 7,313

計 100 131 7,444 7,313

ビ ン

大 学 構 内 19,040 11,240 11,010 △ 230

病 院 地 区 2,360 3,620 3,320 △ 300

東京キャンパス 92 131 641 510

計 21,492 14,991 14,971 △ 20

合　　　 　　　　計 1,817,400 1,710,516 1,837,979 127,463

金　額（単位：千円） 50,467 29,743 32,477 2,735

H28.5.25  施設マネジメント課

廃棄物等排出量及び低減対策 
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H28.5.25  施設マネジメント課

２．産業廃棄物総排出量と処理経費

平成 25 年度からの３年間の産業廃棄物に関する

排出量と処分に要した経費は表２のとおりです。

表 2　年度別産業廃棄物処分量及び経費

表３　平成 26、27 年度病院地区産業廃棄物・
　　　感染性廃棄物処分量及び経費

　表 3に附属病院における平成 26、27

年度の産業廃棄物と感染症廃棄物の処分

量を示します。

種　　類
処　　　　　分　　　　　量（kg） 対前年度増△減

（H27 － H26）（kg） 増△減の要因等
平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

廃プラスチック・金属類 654,123 772,337 629,544 △ 142,793
木 く ず 14,920 19,840 23,600 3,760
廃 タ イ ヤ 0 0 0 0
コ ン ク リ ー ト く ず 0 0 0 0
岩 石 5,800 0 0 0
廃 自 転 車・廃バイク 0 0 0 0
廃 乾 電 池 2,240 3,230 2,080 △ 1,150
廃 蛍 光 灯 4,492 3,420 3,557 137
ガラスくず・陶磁器くず 24,881 7,059 8,496 1,437
廃 油 ･ 廃 液 44,250 25,418 52,932 27,514
動 物 の 死 体 64,508 55,646 60,778 5,132
感 染 症 廃 棄 物 236,589 238,703 248,403 9,700
廃 試 薬 10,751 2,694 4,308 1,614
汚 泥 18,622 23,155 23,856 701
が れ き 類 0 27,750 58,970 31,220
廃 酸 188 1,377 689 △ 688
廃 ア ル カ リ 1 1,371 912 △ 459
廃 石 綿 等 0 6,320 50 △ 6,270
P C B 0 304 0 △ 304
紙 屑 ・ 繊 維 屑 304 304
合 　 計 1,081,365 1,188,624 1,118,479 △ 70,145
金　額（単位：千円） 77,898 86,947 74,964 △ 11,983

種　　類
処　分　量（kg） 経　　費（単位：千円）

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 平成 27 年度
（産業廃棄物）
固 定 不 燃 物 251,000 241,580 17,976 17,348
粗 大 ご み 12,860 　21,400 500 　　778
（感染性廃棄物）
固形・鋭利物 231,590 243,573 18,758 18,305
液状・汚泥物 6,637 　7,788 931 　992

※感染性廃棄物の一部は、院内処理施設にて乾熱処理し、産業廃棄物として処分
している。
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1 ．購入・調達の方針、目標、計画

（ 1）購入・調達の方針

　本学は、「国等による環境物品の調達の推進等に

関する法律」（グリーン購入法）を厳守し、可能な

限り環境への負荷の少ない物品の調達に努めるた

め、「環境物品等の調達の推進を図るための方針」

を策定し、公表しています。（環境省へ毎年報告）

（ 2）目標、計画

　特定調達品目については、その調達目標を 100％

と定め、環境負荷低減に努めています。また、特定

調達以外の調達に関してもエコマーク製品の調達や

OA機器、家電製品など、より消費電力が少なく、

かつ、再生材料を多く活用しているものを選択する

など環境に配慮しています。

　さらに、公共工事の要素である資材・建設機械等

の使用に際し、コスト等に留意し、環境負荷に配慮

した公共工事を積極的に推進しています。

2．グリーン購入・調達の状況

　本学における「年度別調達品目調達状況」を表

に示します。調達達成率は、コピー用紙が 99％で、

その他は 100％です。

年度別特定調達品目達成状況

分　　　野
平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

総調達量 単位 品目数 総調達量 単位 品目数 総調達量 単位 品目数

紙類 357,397 kg 7 332,335 kg 7 326,890 kg 7

文具類 724,983 件 80 801,461 件 79 768,991 件 78

オフィス家具等 6,846 台 10 4,522 台 10 4,336 台 10

OA 機器 5,692 台 11 5,604 台 11 5,372 台 9

関連用品 72,157 個 7 67,327 個 7 64,630 個 7

家電製品 386 台 5 114 台 6 107 台 6

エアーコンディショナー等 233 台 3 100 台 3 96 台 3

温水器等 2 台 2 29 台 3 0 台 0

照明 12,164 件 5 12,037 件 4 11,552 件 4

自動車等 20 台 1 17 台 2 1 台 1

関連用品 6 件 1 4 件 1 4 件 1

消火器 652 本 1 242 本 1 232 本 1

制服・作業服 4,467 着 3 3,871 着 3 3,715 着 3

インテリア・寝装寝具 　 　 　

カーテン等 418 枚 2 97 枚 2 92 枚 2

じゅうたん等 1,050 ㎡ 1 766 ㎡ 2 735 ㎡ 2

寝具類等 903 枚 4 369 枚 4 359 枚 4

作業手袋 87,208 組 1 78,315 組 1 75,182 組 1

その他の繊維製品 615 枚 7 647 枚 7 638 枚 7

役務 5,196 件 12 41,598 件 14 39,938 件 14

グリーン購入・調達の状況
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第三者からのご意見

今回、環境報告書に対する学外者の意見を聞き

たいとの依頼を受け、遅ればせながら、これまでに

発行された報告書を大学ホームページから閲覧いた

しました。そこには、自分が大学院生活を送った筑

波大学における様々な活動が活き活きと描かれてお

り、懐かしい気持ちが甦るとともに、少しでもお役

に立てるなら、との思いで第三者意見を引き受ける

ことにいたしました。

そして、2016 年版を手にとった時もホームペー

ジを見て感じた印象は変わりませんでした。表紙に

は、虹をイメージしたカラフルな円が描かれ、生き

物たちが思い思いに集まる様子には明るい未来を想

像させてくれました。

■研究活動への期待

表紙のページをめくり、各種の報告記事に目を通

すなかで、特に、藤井准教授のまちづくりと復興の

取組、渡准教授の居住環境デザインに関する研究に

目が留まりました。

私は、現在タクシーや観光バスなどを扱う会社を

経営していますが、もともと都市計画に興味があり、

学部生時代は東北大学工学部建築学科で４年間を過

ごし、さらに地元の大学である筑波大学環境科学研

究科において２年間、都市交通について学びました。

都市は生き物です。つくば市を見渡しても、TX

駅周辺のように大きく発展した地域があれば、藤井

先生が報告書で取り上げているような、高齢化が進

み車の運転ができず買い物に行くことも難しくなる

地域があります。人口減少は、採算の合わない鉄道

やバス路線の公共交通機関の廃止といった状況を招

きます。

そこで、全国各地に出現しているこうした過疎化

や高齢化の進む地域に、是非導入できたらと切望し

ているのが、自動運転技術です。

現在、株式会社ディー・エヌ・エーが進めるロボッ

トタクシー（完全無人の自動車によるタクシー事業）

の研究開発に協力しています。同社は既に、電気で

動く無人運転バスを使った、公園内での試験運転も

実施しており、もし公道実験をつくばで行うことが

できたら、渡先生が進めるブレイスメイキングの活

動にもつながっていくのではないでしょうか。

研究学園都市には、各省庁傘下の研究所が多数あ

ります。縦割り行政を解消し、産業界との結び付き

を強める役割を果たしてくれるのは、大学という存

在ではないかと考えています。

■筑波大学生への期待

本報告書には、学生が行う環境に関する取組も紹

介されており、そのなかでもラグビー部員によるエ

コステーション活動の報告にはつい顔が綻んでしま

いました。

実は、学生時代と JR 東日本勤務時代にラグビー

部に所属し、現在も「ツクバリアンズ R.F.C」とい

うつくば市を活動拠点とするクラブチームに関わっ

ています。質実剛健をまさに体現した取組と感心し

ました。

地球の未来を切り開く存在である学生の皆さん

に大きな期待を寄せながら、できる限りの支援を続

けていきたいと考えています。その１つは、昨年度

から授業科目となった企業家教育「筑波クリエイ

ティブ・キャンプ」の講師役であり、もう１つは、

公式試合に選手を運ぶためのバスのデザインです。

選手達の一体感と勇気を鼓舞するために大学のイ

メージカラーを使い、そして筑波大学らしい爽やか

でスマートなプレーで勝利をおさめてもらいたいと

いう願いを込めてエコをコンセプトにしました。大

学の一体感をさ

らに高め、活力

を産み出す役割

を果たすことが

できたら、それ

は大きな喜びと

なるでしょう。

大曽根タクシー
 株式会社
取締役社長
塚本　一也氏

　筑波大学「環境報告書 2016 年」における本学の取り組みについて、本学出身の経営者として
活躍されている大曽根タクシー株式会社塚本一也氏より、ご意見をいただきました。

ブルーとグリーンを基調にした選手送迎用バス
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環境報告書 2012 ガイドラインによる項目 筑波大学環境報告書 2016 における対象項目 項目ページ
環境報告の基本的事項
1．報告にあたっての基本的要件
（ 1）対象組織の範囲・対象期間 筑波大学概要、対象組織、報告期間 3、4、48
（ 2）対象範囲の捕捉率と対象期間の差異 －
（ 3）報告方針 編集方針 48
（ 4）公表媒体の方針等 作成部署・お問い合わせ先 48
2 ．経営責任者の緒言 学長挨拶 1
3 ．環境報告の概要
（ 1）環境配慮経営等の概要 筑波大学概要 3、4
（ 2）ＫＰＩの時系列一覧 環境負荷低減の取り組み 37 ～ 45
（ 3）個別の環境課題に関する対応総括 環境負荷低減の取り組み 〃
4．マテリアルバランス 環境負荷低減の取り組み 〃
「環境マネジメント等の環境配慮経営に関する状況」を表す情報・指標
1 ．環境配慮の方針、ビジョン及び事業戦略等
（ 1）環境配慮の方 筑波大学環境方針 2
（ 2）重要な課題、ビジョン及び事業戦略等 筑波大学環境方針 2
2 ．組織体制及びガバナンスの状況
（ 1）環境配慮経営の組織体制等 筑波大学環境方針 2
（ 2）環境リスクマネジメント体制 －
（ 3）環境に関する規制等の遵守状況 環境負荷低減の取り組み 37 ～ 45
3 ．ステークホルダーへの対応の状況
（ 1）ステークホルダーへの対応 －
（ 2）環境に関する社会貢献活動等 都市計画・まちづくりと常総市水害復興

地域連携・社会貢献活動
7～ 10
27 ～ 30

4 ．バリューチェーンにおける環境配慮等の取組状況
（１）バリューチェーンにおける環境配慮の取組方針、戦略等 －
（ 2）グリーン購入・調達 グリーン購入・調達の状況 45
（ 3）環境負荷低減に資する製品・サービス等 プレイスメイキングと環境デザインで日本を変える 15 ～ 18
（ 4）環境関連の新技術・研究開発 気候システム 11 ～ 14
（ 5）環境に配慮した輸送 －
（ 6）環境に配慮した資源・不動産開発／投資等 －

（ 7）環境に配慮した廃棄物処理／リサイクル
環境への取り組みから日本一へ
「ゴミの分別」から考える身近な環境問題（GRASSroots）
3E café の活動について
廃棄物等排出量及び低減対策

19、20
21、22
23、24
43、44

「事業活動に伴う環境負荷及び環境配慮等の取組に関する状況」を表す情報・指標
1 ．資源・エネルギーの投入状況
（ 1）総エネルギー投入量及びその低減対策 光熱水量 42
（ 2）総物質投入量及びその低減対策 －
（ 3）水資源投入量及びその低減対策 光熱水量 42
2 ．資源等の循環的利用の状況（事業エリア内） 光熱水量（上水・中水） 42
3 ．生産物・環境負荷の産出・排出等の状況
（ 1）総製品生産量又は総商品販売量等 －
（ 2）温室効果ガスの排出量及びその低減対策 温室効果ガス排出量削減対策 40、41
（ 3）総排水量及びその低減対策 光熱水量 42
（ 4）大気汚染、生活環境に係る負荷量及びその低減対策
（ 5）化学物質の排出量、移動量及びその低減対策 化学物質等排出量 37 ～ 39
（ 6）廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 廃棄物等排出量及び低減対策 43、44
（ 7）有害物質等の漏出量及びその防止対策 化学物質等排出量 37 ～ 39
4 ．生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況 －
「環境配慮経営の経済・社会的側面に関する状況」を表す情報・指標
1 ．環境配慮経営の経済的側面に関する状況
（ 1）事業者における経済的側面の状況 －
（ 2）社会における経済的側面の状況 －
2．環境配慮経営の社会的側面に関する状況 安全衛生への取り組み 25、26
その他の記載事項等
1 ．後発事象等
（ 1）後発事象 －
（ 2）臨時的事象 －
2．環境情報の第三者審査等 第三者からのご意見 46

ガイドラインとの対照表


